
厚木市保育士等雇用サポート事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新たな保育人材の確保を図るため、保育所等を設置し、運

営する社会福祉法人等（以下「設置者」という。）に対し、厚木市保育士等雇

用サポート事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、

厚木市補助金等交付規則（昭和45年厚木市規則第５号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 保育所等 市内に所在する私立の認可保育所（児童福祉法（昭和 22 年法

律第 164 号。以下「法」という。）に規定する保育所をいう。以下同じ。）、

小規模保育事業所（法に規定する小規模保育事業（家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第 61 号）第 27 条に規定す

る小規模保育事業Ｃ型を除く。）を行う事業所をいう。以下同じ。）及び認定

こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律(平成 18 年法律第 77 号)第３条第１項及び第３項の規定に基づき

認定を受けた幼稚園型認定こども園の接続型施設をいう。以下同じ。）をい

う。 

(2) 保育士等 設置者と雇用関係にある次に掲げる者をいう。 

ア 法の規定に基づく保育士資格を有する者 

イ 国家戦略特別区域法（平成 25 年法律第 107 号）の規定に基づく国家戦

略特別区域限定保育士資格を有する者 

ウ 次に掲げる免許（保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）の

規定に基づく免許をいう。）を有する者 

 (ｱ) 保健師 

 (ｲ) 看護師 

 (ｳ) 准看護師（小規模保育事業所に勤務する者に限る。） 

エ 幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状（教育職員

免許法（昭和 24 年法律第 147 号）第４条第２項に規定する普通免許状を

いう。）を有する者で、私立の認可保育所に勤務するもの 

(3) 住居手当 持ち家に係る費用及び賃貸住宅の家賃を対象として支給され

る手当をいう。 

(4) 資格手当 保育士等（保育に従事する者に限る。）に対して支給される手

当をいう。 

(5) 特殊業務手当 保育所等の行事に従事した職員に対して支給される手当



をいう。 

(補助金交付対象者) 

第３条 補助金の交付対象者は、設置者とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表に定める補助金交付基準に基づき算定した額とす

る。 

（申請及び交付決定） 

第５条 補助金の交付を受けようとする設置者は、厚木市保育士等雇用サポー

ト事業補助金交付申請書に、次に掲げる書類を添えて、指定する期日までに市

長に申請しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 補助金所要額内訳書 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、補助金の交付を決定

したときは、厚木市保育士等雇用サポート事業補助金交付決定通知書により、

当該設置者に対して通知するものとする。 

（概算払） 

第６条 補助金は、概算払により交付するものとし、時期及び割合は、次の表の

とおりとする。 

回数 時期 割合 

第１回 補助金交付決定後 補助金交付決定額の 50 パーセント 

第２回 事業完了後 補助金交付確定額の未交付額 

２ 前項の規定により補助金の交付を受けようとする設置者は、請求書を市長

に提出しなければならない。 

（事業の計画変更） 
第７条 補助金の交付決定を受けた設置者は、当該事業の計画を変更しようと

するときは、厚木市保育士等雇用サポート事業変更承認申請書に次に掲げる

書類を添えて、市長に申請し、承認を受けなければならない。 
 (1) 変更事業計画書 

 (2) 変更収支予算書 

 (3) 変更後の補助金所要額内訳書 

２ 市長は、前項の規定により申請があった場合において、審査の上、適当と認

めるときは、厚木市保育士等雇用サポート事業変更承認通知書により、当該設

置者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付を受けた設置者は、当該事業が完了した日の翌日から 30

日以内に、厚木市保育士等雇用サポート事業補助金実績報告書に次に掲げる



書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3）補助金実績額内訳書 

(4) 支出を証する書類 

（補助額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による事業実績の報告を受けたときは、その内容を

審査し、必要に応じて調査等を行い、交付すべき補助金の額について確定する

ものとする。 

２ 設置者は、第６条の規定による概算払を受けた交付額が確定額を超えてい

るときは、その差額を市長に返還しなければならない。 

（書類の整備等） 

第 10 条 補助金の交付を受けた設置者は、当該事業に係る収入及び支出を明ら

かにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、

及び保管するものとする。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該事業が完了した日に属する市の

会計年度の翌年度から５年間保存するものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年５月 31 日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年６月 10 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第４条関係） 

補助金交付基準 

保育所等の区分 補助対象経費 補助率 上限額 

私立の認可保育所 

保育人材の確保に要する費用の

うち、次に掲げるものをいう。 

(1) 雇用継続のため保育士等に

支給した住居手当、資格手当

及び特殊業務手当 

(2) 保育士等の確保のための大

学、短大等への出張旅費 

(3) 保育士等の募集広告に係る

経費 

(4) 保育士等の採用に関して人

材紹介会社等に支払う紹介手

数料（１施設につき 30 万円を

上限とする。） 

４分の３ 

75 万円 

小規模保育事業所

及び認定こども園 
60 万円 

備考 補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。 


